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障害者の自律移動支  18  20  障害保健福  中山 剛  高次脳機能障害などの認知障害、知的  高次脳機能障害などの認知障害者、知  特になし   下記の勉強会や委員会で議論され資料  2009年3月末現在までに障害当事者・■   
捷における情報技術  祉総合研究  障害、発達障害など障害当事者やご妻  的障害者、発達障害者などの移動や外  として掲覿されている。・厚生労働省社  ご家族の会の皆様や間違支援施設概   
利用方法に関する調  族に対する調査と医師、療法士、歩行  出における困難さを明らかにしたこと  会・援護局、生活支援技術改革ピジョン  Åに対して什報提供を目的とした講演   
査研究  訓練の専門家など支援専門職に対する  で、本調査研究で得られた成果は生活  勉強会「支援機器が拓〈新たな可能  会や説明会を合計22回実施している  

調査の両方を情報技術の観点から実施  訓練や職業訓練などのリハビリテーショ  性」、第3回認知障害者等の情報支援  （障害当事者・ご家族の会（6団体9回）、  
した点は意♯深い。高次脳機能障害者  ンの現場で活用できる基礎資料の－つ  技術について、高次脳機能障害者への  病院（1）、総合リハビリテーションセン  
のうち7割くらいが桝＃電話を利用して  となる。また、王座の高次脳機能障害に  対応状況と今後のビジョン、2007年10  ター′（3）、職業リハビリテーションセン  
おり、6割弱くらいが遭に迷うなど外出  より移l削こ困難のある場合でも情報技  つ  8  0  0  8  0  0  2  22                                                                                                    月31日・国土交通省」郎個自律移動  ター（2）、更生相談所（り、指定障害者  
や移動に困難を抱える方も多いこと等、  術を活用すれば独力での移動ができる  支援プロジェクト推進委員会、関係省庁  支援施設（2）、デイサービスセンター  
具体的な割合として明らかにした意義  可能性を示唆したことにより、今後のリ  の取り組み（参考資料）、厚生労働省関  （1）、特別支援学校（1）、作業所（2））。  
は大きい。加えて、王虔の高次脳機能  係資料、2007年3月30日   その他にも鉄道事業者・関連会社（3）、  
障害により移動に困難のある場合でも  携帯電菖吉移動通信事業者（1）と説明を  
情報技儒を活用すれば独力での移動  実施している。今後も更に広く††報提供  
ができる可能性を示唆した点も成果の  を予定している。   
一つといえる。   

座位保持装置の評価  18  20  障害保健福  相川 孝訓  衝撃試験機の開発・改良・特性確認を  負荷計測用座位保持装置を開発し、頭  得られた成果を厚生労働省の「座位保  座位保持装置の補装具完成用部品の  国立身体障害者リハビリテーションセン   
よ準の作成に関する  祉総合研究  行い衝撃試験の実施を可能にした。さら  部支持部、体幹側方サポート、腰部ベ  持装置部晶の認定基準及び基準確認  エ学的評価基準として、得られた成果  タ一研究所の平成19年度オープンハウ   
研究  に、静的帝王試験、酎荷主試験、繰リ  ルト負荷計測センサーを開発して日常  方法」の改訂の基礎データとして使用す  により改訂された「座位保持装置部晶  ス（平成2007年12月7日開催）時に座  

返し試験の評価手法の開発とともに言式  生活時の長時間こわたる負荷データを  る。平成18年度の成果については既に  の認定基準及び暮準確認方法」の改訂  位保持装置に関する講演会「自立支援  
験機・試験治具の開発を行った。また、  収▲した。体幹側方サポートなどで予想  1回目の改訂（平成19年3月乙3日に  版が、平成19年度、20年虔の座位保  法における座位保持装置の規格化に  
試験装置を小型化した静的荷重試験、  とは異なる方向の負荷や介助時の大き  ホームページで公開   持装置の完成用部品の申捕時のエ苧  関する講演会」を開催した。  
耐荷重試験用の簡易型試験装置を開  http：／／www．nhlw．gojp／shingV2007／03  0  0  0  0  6    0  
発した。分担研究では、クッションの湿  ／sO323－11．htm」）の作成の基礎データ  
床分敵性能試験装置を開発して評価手  として使用している。3年間の成果につ  
法を作成した。手法及び試験装置の借  いては平成21年虔に認定基準の見直  
傾性について、棟数のクッションで確認  しデータとして使用予定である。   として使用しており、今後も継続して  
して良好な結果を得た。   データを提出する予定である。   

障害者の健康状態・  18  20  障害保健福  中山 健夫  「庫害児・障害者施設における栄壬ケ  障害者入所施設における入所者には、  r障害児・障害者施設における栄養ケ  2009年4月、障害福祉サービス等報酬  平成20年産金国福祉栄養士協議会研   
栄養状應の把握と効  祉総合研究  ア・マネジメント実務の手引き（稟）」の  低栄養・過栄養状態の者が高い割合で  ア・マネジメント実務の手引き（案）」を作  改正で入所児・入所者の栄養改善や食  修会において、「障害者施設における   
果的な支援に関する  作成及び事例検討を行い、本「手引き  みられた。障害者の栄養状態は、低栄  成した。   生活の質の向上をさらに推進する観点  栄養ケア・マネジメント」について特別講   
研究  （稟）」を用いることで、障害児・障害者  養状態のみならず過栄養状儒も認めら  から、施設に配置された管理業養士ま  漢を行った。平成21年度障層児・者施  

施設における栄養ケア・マネジメントの  れた点、すなわち、低栄養状態と過栄  たは栄養士による栄養管理の評価対象  投における栄養マネジメント研修会（主  
体制整備及び業務推進が円滑に行わ  養状態の両極にある点に特徴があると  に小規榛施設を加えるとともに、管理票  催：（社）日本栄養士会全国福祉栄養士  
れることを示した。また、障害者の栄養  言える。また、身体障害者のアルブミン  ■   
状態のリスクの判定の一部は、本研究  低価者の出現状況は、一般の同年齢と  応じた栄茸管理、憶管栄養から経口栄  設における栄養ケア・マネジメント」につ  
班で提示した障害者データに準拠して  養への移行、誤庸が認められる者の橙  
おり、これまで健常者のものを参考にし  ロ維持、療兼食の提供について、報酬  
てきた障害者栄養の領域が一歩前遺し  上の評価が行われることになった。本  
たものと考えられる。   ことも明らかになった。  研究班では、報酬評価に関わる根拠の  

一部を捷示した。   
精神障害者の自立支  18  20  障害保健福  竹島 正  精神障害者の住居確保のソフト面の全  民間賃貸住宅の供給を阻害する要因  「精神保健医療福祉の改革ビジョン」は  各都道府県・政令指定市が精神障害者  各部遭府償および指定都市の担当課   
捷のための住居確保  祉総合研究  体像を明らかにして「住居確保の手引  は、緊急時の対処や生活ルールの遵守  r入院医療中心から地域生活中心へ」と  の住居確保に関連するエ夫や取り組み  精神保健福祉センター 精神保健福祉   
に関する研究  き・事例集」にまとめることをt終巨的と  に対する不安、近隣の理解等であっ  いう基本的な方策を推し進めるとして、  についての情報をどの程度保有してい  協会および関連学会、協会に、精神保  

して、①民間賃貸住宅の供給促進条件  た。これらには、具体的な支援制度の  おおむね10年間の達成目標を攫示して  るかを輌蓋した。居住サポート事業やあ  健医療福祉に関するグッドプラクティス  
を明らかにする、②住居確保の先進的  内容や相談先を知ること、防災設備の  いる。r改革ビジョン」の達成には精神  んしん賃貸住宅を書及させる際の基礎  として紹介可能な情報を研重した。  
取り組み事例を分析・体系化するという  設置や入居前の生活訓練、精神障害者  障害者の住居の確保は不可欠である。  的な資料として役立つことが期待され  
2つの視点から研究を行った。本研究の  との出会いの犠を設けること等が有効  住居確保は現場におけるさまざまな実  る。また不動産流通制度の概要と障害  
成果は、精神陣青書の住居やグループ  であると考えられた。不動産業者、精神  践や経験がある。それを交流・発展させ  書写の住居確保への配慮の状況を整  0    6    7  0  0  2  3  

ホームの開発・計画研究の資料となる  保健福祉従事者、行政専lこよる住居確  ていくことで、更なる展開が期待でき  理した。さらに親等の資産活用のため  
だけでな〈、居住・支援を社会的共通資  保の勉強会の開催は、不動産業者等に  る。上妃の研究縮臭と、本研究の一環  の信託制虔や成年後見制度、リバース  
本として捉えていくことに役立つことが  安心感を生み、供給を促進する効果が  として開催した「住居確保研究会」にお  モーゲッジ専の利用可能性について桟  
期待される。   あると考えられた。   ける情報収▲をもとに、3年間の研究の  

成果物として「住居確保の実践的手引  
き・事例集」を作成した。   

こ」   
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医療的ケアを必要と  19  20  障害保健福  書見 静子  東京都、神奈川県、大阪府において王  医療的ケアを受けつつ在宅で暮らす陣  家族と医療職以外の人が医療的ケアに  医療的ケアのあり方については、厚生  朝日新聞2008年1月19日付朝刊にて医   
する障害者と家族へ  祉総合研究  度障害者の家族、医療的ケアの障害者  害者と家族の中から、困難ケースを選  かかわることに関しては、まず法整備が  労働省に寄せられる各方面からの強い  標的ケアが取り上げられ、抑査縮異に   
の支援策に関する調  を受け入れている適所施設、専門医師  別し、障害者と家族の間鴨別の簸型化  先行されなければならない。その際に  要望を受けて、該当する部会において  基づく意見として、研究者の飯野順子さ   
査研究  へのアンケート調査とヒアリング調査を  を試み、類型別の家族支援のあり方を  ま、当然ガイドラインが検討されること  す重な言義論が行われているが緒論はま  んが解説。同年9月27日に堺市の国際  

行うことにより、家族の生活実態とニー  モデルとして提案した。類型としては、  二なるであろう。とくに、医療的ケアの  だ出されていない。本研究の成果を托  障害者交流センターにて公開シンポジ  
ズ、支援の現状と閉場点が具体的に明  1、人工呼吸器を装着しているケースと  実施に関する研修内容や、方法に閲す  まえて平成20年9月27日、大阪府堺市  ウムを開催（約400名の参加）し、その様  
らかになった。調査から明らかになった  気管切開のケース、2、主たる介護者が  るガイドラインが必要となるであろう、ま  において公開シンポジウム、「医療的ケ  子はMBS毎日放送のこユースで伝えら  
課題は、①医療的ケアに関する法整  高齢者であるケース、3、重度の障害者  た、医療事故を防ぐためのガイドライン  アと自立を考えるシンポジウム」が開催  れた。  0  0  0    0  0  0  

傭、②医療的ケアに関する研修制鹿の  が複数、家族にいるケースとし、いずれ  と、もしそれが起こった場合の対処につ  された（参加者400人）。研究且による  
確立、③医療的ケアの必要な障害者を  の類型の家族も負担が特に大き〈、父、  いてのガイドラインも必要になると思わ  基調講演に続いて行われたディスカッ  
受け入れる施設についての特別な単価  ションにはシンポジストとして、厚生労働  
設定、④レスバイトとショートステイの充  省陣害福祉課長藤井氏が参加し活発な  
実、⑤地域の連携システムの構築、⑥  議論が展開された。   
医療事故に対する対応、である。   

重度具体【障害を補完  19  20  障害保健福  轟 浩一  1）音声のみの刺激による誘発脳波脳イ  り非侵違な脳波による脳インターフェー  り重度身体障害者24時間介助記録に  1）重度身体障害者の24時間介助吉己録  平成20年11月1日に公開シンポジウム   
する福祉機器の開発  祉総合研究  ンターフエースを開発し．文字伝達が可  スがすでに実用段階にあり、視覚が便  より，福祉機器の介助低減効果が予測  を使うと．福祉機器や介助が個々に，あ  「瞳インターフェース（日CI／BMI）が拓く   
需要と実現可能性に  能であることを示した。   えて技術的サポートがあれば他の意思  でき．新規開発においては．この効果  るいは紬み合わせて．全体に占める割  重度障害者の未来の生活」を開催し   
関する研究  2）重度障害者（頚髄損傷と筋萎縮性側  伝達手段が利用できない重度の身体陣  と．00」改善の心理的効果の両面から  合が評価でき介助者の派遣時間数も  49名の重度障害者と関係宅らが出席し  

素硬化症）の詳細な即時間介助記録を  害者でも、過半数が意思伝達可能にな  妥当性を判断すべきである。   書十箕できる。   た。譲師として筋萎縮性側索層化症で  
作成し、介助の種類」回数時間時間  ることが調査から判った。   Z）福祉機器の適合方法を1つ提案した。  2）脳インターフェース技術の一部は意  生体電気信号でのみ意思伝達が可能  
帯敬を報告した。被験青は重症度に応  2）頸髄損傷者はADLがより自立するよ  定量的な性舵（意思伝達装置であれば  思伝達装置として実用段階にあり．陣  な方のビデオ出演があり厚生労働省  
Z  0  3  l  3  l  0  0  l                                                                                                     じて1日に12→22時間の介助が必要で  うな機器を希望しているが∴現実には介  文字伝達速度）によって与えられた陣  害者の期待も大く．意思疎通ができるこ  から支援制度が変わりつつあることの  
あった。   助者が使う機器が多く，改善余地があ  害状況で最高の性能が出るものを選ぷ  とで過剰介助を減らす効果も期待でき  解説と米国で脳インターフェースを長  
3）頚髄損傷者の福祉機器と介助サーヒ  る。  のが原則であり．プライ／くシーの確保や  るが、広く普及させるには装置費用の  期間在宅使用する研究の成果の発表  
3）在宅で人工呼吸を使用してい引埠害             スの利用状況と開発希望．不満点を調   自立の向上による効果は性能差として  低減と試用制度、技術サポートが必須  があった。このシンポジウムは．月刊誌  
重した。過半数が月に100時間以上の  着では．気道内の痍吸引が介助の回数  ま2倍程度以下に相当するのでその  でありサポート要員と介助者の訓練も  「難病と在宅ケア」200812月号（∨0l．14  
介助サービスを利用していた。   と時間帯数を大きくしている主なもので  No．9．p，Z2－23）に写真入りで報道され  

あることが．数字で裏付けられた。   た。   
望ましい。   

日本人の緑内障に対  18  20  感覚器障害  新家 眞  「眼圧が正＃平均値より低い緑内障に  「眼圧が正常平均値より低い緑内障に  今後、「緑内障診療ガイドライン（日本  本邦に非常に多い「近視を合併した緑  今回の研究成果をもとに緑内障患者や   

するより有効な予防と  研究  関する研究」や「後期緑内障の検討」で  関する研究」や「後期縛内陣の検討」の  緑内障学会）」等の作成において、本研  内陣」と「眼圧が非常に低い緑内障」等  家族を中心とした一般の人を対象に、   
治療 臨床的・基礎的  ま、それらの患者の臨床像が多数症例  結果をもとに、本邦に多いそれらの患者  究、特に「眼圧が正常平均値より低い  の臨床使や新しい診断法が確立された  「緑内障研究生発表市民公開講座 日   
エビデンスの確立  をもとに初めて明らかとなった。「視神経  こ対してより効果的な治療指針の確立  緑内障に関する研究」、r後期緑内障の  ことは、治療が難しいことが少なくない  本人の緑内障 特徴とその治療」を平  

乳頭形態の解析」では、日本人に多い  につながると考えられる。「視神経乳頭  検討」、「近視乳頭形態の解析」、「前眼  それらの緑内障の患者をより早期に発  成21年1月17日に横浜市で開催し、400  
近視乳頭の形態的な特徴に関して多く  形態の解析」により本邦に非常に多い  部榊造の解析」の縮臭が直接反映され  見し、不幸なl云帰をたどる患者の減少  名以上の聴衆にご来場いただいた。  
の斬知見を得、新規緑内障診断法を開  につながることが期待される。「後期緑  
発した。「疫学的データに基づいた前眼  内陣の検討」の結果は、穫生福祉政策  
部構造の解析」では、前眼部の解析に  などの主たる対象となる末期緑内障烏  

2  10  0  0  20  10  2  0  

関して新規定量的解析法を確立した。  者に対する適切な社会的ケアを考える  
「分子生物学的研究及び緑内障モデル  上で貴重な情報となる。また、「前眼部  
研究」では、独自に開発した棟数の緑  構造の解析」の結果は、失明に直結す  
内陣動物モデルを用いて多くの新規神  る閉塞隅角緑内障の効果的且つ安全  
権保護作用薬を発見・評価することがで  な予防法などの確立につながり得る。   
きた。   

緑内障の危険園子の  特になし   特になし   
解明による診断法の  研究   を発現することによってマウスで緑内障  
開発、緑内障マウス  を再現することができた。マウスとヒトの  
を用いた根神権保護  眼球は大きさは異なるものの、構造的  
薬の開発と予防・治療  には類似しており、発症機序について  

7  0  0  10  17    0  0   

法への応用   多くの成果があった。   

先天性難聴児の聴覚  18  20  感覚器障害  加我 若手  補聴器あるいは人工内耳装用児が就  先天性難聴児は早期発見、早期補聴を  ガイドラインはまだ完成していないが、  新生児聴覚スクリーニングは全出生数  公開シンポジウムは3匝】行い、大きな反   

スクリーニングから就  研究  学年齢になった時の音托能力をWPSSI  行い、もし成果が乏しければ2歳には人  そのための準備ができた。   に対し公的に行うのが最も良い方法で  響があった。全国的な新聞にも3産掲載   
学後までの補聴器・  知能診断検査で寄観的に比較した。  エ内耳手術をする方が就学年齢になっ  あることを示した。   された。   
人工内耳装用効果の  た時に高いレベルに到達することがわ  4      0  10  5  0  0  0  

総合追跡研究  かった。  
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年度  原書論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究誅増名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  書門的・学術的観点からの成果   鴎床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／〈ウト  出  

開終  
始丁  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

得   
正常眼圧緑内障の疾  18  20  感賞器障害  水木 信久  私達はt附こDNAチップによる網羅的解  緑内障は視神経に傷害をきたす進行性  特になし   私達が特定したNTG感受性遺伝子を対  本研究の成果とともに、緑内障に関す   
患感受憺遺伝子の同  研究  析を終了しており、正常眼圧緑内障  の難治性疾患である。放置すると視野  象とする遺伝子診断キットを用いたNTG  る♯新の診断法や治療法の広い啓蒙を   
定および迅速遺伝子  （NTG）の感受性遺伝子とほぼ確実と考  狭窄が進行し、失明に至ることのある疾  の早期診断により、NTGの治療が早期  目的として平成19年鹿に市民公開講座   
診断キットの開発に関  えられる複数の遺伝子を特定している。  息で、本邦の失明原因の第1位を占め  こ可能となるため、NTGの重症化によ  を開催した。緑内障の概要、診断・治療   
する研究  本研究を推進することにより、これらの  ている。緑内障で失った視野は回復す  る失明者や重度の視覚障害者を減少さ  法、病気の原因、手術法に関する発表  

NTG感受性遺伝子が直接的に証明・確  ることはないため、その治療の基本は  せることになり、患者本人のQOしの向  を平易に行い、多くの市民より関心が寄  
定され、NTGの病態や発症機序の解明  進行予防、進行抑制であり、早期発見、  上のみならず、患者が労務継続可能と  せられた。特に、疾患の早期発見を目  
に大きくT献すると考えられる。また、こ  早期治療が非常に重要である。NTGの  0  31  0  0  0  0  ■  0  2                                                                                                     なることによる社会経済効果、また保健  的とする遺伝子診断キット、疾患の根治  
れらの責任タン／くク反応系のいずれか  遺伝子診断キットが完成されれば、NTG  医療、社会保障のコスト削減など社会  治療へとつながるゲノム創薬の開発に  
を阻害するモノクローナル抗体、酵素阻  の迅速な遺伝子診断が可能となる。ま  的にも経済的にも千献度は大変高いと  対して多大な期待が寄せられた。講演  
害剤、結合ペプチドは、従来の眼圧下  考えられる。   終了後∴市民からの公開質問、医療相  
陣を主としたNTG治療薬とは全く異なる  談を行った。加えて、会場内で実施した  
治療薬の開発へとつながる可能性があ  初期緑内障検査への市民の積極的な  
る。   療の一助となる。  参加があり、市民の健康意搬の高まり  

を実感した。   
小児重症視覚障害の  18  2（】  感覚器周眉  東 範行  従来は行われなかった、未熟な段脂で  重症未熟児網償應が網膜剥離こ進行  新規手術の適応と方法について周知す  周産期医療の発展とともに、未熟児網  この新規手術の成果は、新聞やテレビ   
早期治療・リハビリ  研究  の早期治療lこよる視機能発達温存の  すれば、従来は失明に至ると考えられ  るために、訂本眼科学会と已本眼科医  陳症の重症例は近年鳥欄し、小児の失  等のマスコミで大きく報道された。欧米   
テーションによる自立  可能性を検討し、重症未熟児網膜症の  ていたが、新規手術の導入によって、  会は、訂本眼科学会雑誌と日本の眼科  明原因で未熟児網膜症が40％をに達し  やアジア諸国からの依頼で多くの講濱   
支援  早期手術を開発することによって証明し  適応は大きく変わり、早期治療の概念  誌に同時掲載した。また、日本小児科  ている。この未熟児網膜症による失明  を行った。日本全国だけでなく海外か  

た。この早期手術を適切な時期でに行  が普及した。適切な時期に手術すれ  学会雑誌にも掲載された。   を減少させることが十分に期待できる。  ら、手術のために患児が紹介され、また  
えば、重症網膜剥離に対して90％近い 治癒率と良好な視力予後が得られ 14  79  5  0  60  20  0  0  28  

、新  いた患児に、盲学校でなく普通学層へ  
たな治療法として確立した。併せて、多  進む可能性を開いた成果は大きい。   
くの小児の検査法、訓練・支援機器を朋  
発した。   証され、臨床応用が期待される。  

角譲内皮機能不全に  18  2（】  感覚器陣層  山田 昌和  角膜内皮機能不全の新しい治療法とし  角膜内皮機能不全の新しい治療法とし  特になし   角瞑内皮機能不全は角膜疾患のなか  特になし   
対する新しい治療方  研究  て考えられる2つの方法、薬物療法と培  でtも失明に至る頻度が高く．角膜移  
法の開発  糞角膜内皮細胞移植による手術治療に  抽を待機する患者の過半数を占める疾  

ついて検討した。薬物療法としてデキサ  患である。角膜移植の待機期間は本邦  
メサゾン、インスリン、インドメサシンの3  で平均2年であり、角膜ドナーに頼らな  
種類の薬剤の組み合わせによって角膜  い新しい治療法が開発されれば、社会  
内皮機能を異なる機序で活性化できる  的・医学的価値は非常に高いと考えら  
ことを示した。培養角膜内皮移植に閲し  れる。   5  25  21  0  43    0  0  0  

ては、ヒト角膜内皮細胞に組換えレトロ  
ウイルスを用い、不死化遺伝子を導入し  
てヒト角膜内皮細胞株を作製した。ヒト  
角膜内皮細胞株を樹立できたことは今  
後の基礎研究や臨床応用に向けて重  
要な細胞源となると考えられた。   

感音難聴に対する内  18  20  感覚器碑層  中川 隆之  世界で初めての生体吸収性／くイオマテ  感音難聴に対する治療法がきわめて限  国際的に登録されている感昔難聴に対  本研究課樋で行った臨床試験は、世界  本研究課増で開発した内耳薬物授与シ   
耳薬物投与システム  研究  リアルを用いた内耳薬物投与システム  られている現状において、新しい治療  する介入を伴う臨床試験は、本課樋を  で初めて細胞増殖因子を感音難聴治療  ステムは、基礎的研究開発段階から社   
臨床応用に関する研  を確立し、臨床応用を行った。この成果  法の開発は急務といえる。本研究課樋  含めて4件しかない。本研究課埴で確  に用いた臨床試験であり、その社会的  会的な注目を集め（2006／4／22京都新   
究  は、内耳基礎的研究成果の臨床応用に  では、新しい臨床応用可能な内耳への  立した惑音難聴に対する介入試験のプ  イン／くクトは大きい。一般的に用いられ  聞、2006／9／8朝日新聞）、臨床試験開  

大きな道筋を確立したものといえる。ま  薬物投与方法を開発し、実際に臨床応  ロトコルは、今後の感音難聴に対する  る治療となりうるかは、今後の検討を待  始の際には、2008／2／丁京都新聞、読売  
た、基礎的研究においても、低侵襲に  用を行ったことから、新しい感音離職治  臨床試験プロトコルの基盤となるもので  たなければならないが、有効な治療法  新間、2008／5／23聖教新聞に関連！己事  

内耳に薬物を投与する方法を開発した  療法の開発を現実的に行ったものとい  あり、将来の感昔難聴に対する臨床試  に乏しい感音難聴に新しい治療法が開  が掲敲されるのみならず、  6  20  4  0  44  31  0  0  
といえ、種々の薬物の内耳局所授与の  え、臨床的な意♯は大きい。また、今  験のガイドライン形成にも千献すること  発されつつあるという事実は、難聴者ら  2008／2′7yahoojapanトップページにも  
有効性を検証する新しい実験系が確立  後、往々の薬物の内耳局所投与にも応  が期待できる。また、ステロイド全身投  こ希望を与えるものであり、感賞器障  掲載され、大きな社会的イン／くクトを与  
された。また、本研究で開発した内耳薬  用可能な技術が開発されており、今後  与を含めた突発性難聴治療のガイドラ  書手業が担う社会的な役割を果たすも  えた。また、2008／2／23京都市にて市民  

物局所投与方法は、内耳再生医療の実  公開講座を行い、研究開発状況の市民  
現にも井献することが期待できる。   への啓事を行った。   
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年度  云ご．－ 文（件）   その他 詩文  
（件）  

研究課地名  
名   研究事業   研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開柊  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   頑 取  

得   
加齢性難聴に対する  19  20  感賞器陣琶  西脇 祐司  加齢性難聴は60歳以上のdisabi“旬の原  地域全体への効果として、きこえの  いわゆる診療ガイドラインに相当する成  補聴器の保有率が低い、あるいは持っ  本取柏みは 上毛新間3月15日（日曜）   
地域介入プログラム  研究  困としてもっとも有病率が高〈、その対  QOL、ADLの1年間の変化は、対照群に  果物は地域保健をフィールドとする本研  ていても使用しない原因の分析などか  に掲載された。   
の有効性評価  策は補聴器使用を含むリハビリテーショ  比べて介入群で他要因を調整しても続  究では該当しない。しかし、本介入プロ  ら、補聴器lこ対する正しい理解の欠如  

ンとされる。その有効性について個人  計学的に有意に良かった。一方、抑うつ  グラム自体が今後の政策立案に向けた  や、本人の耳に合わせた補聴器の装用  
ベースの臨床研究は散見されるもの  こついては両群で善がなかった。補聴  基礎的資料となりうる。プログラムは以  がなされていない現状など補聴器の社  
の、地域施策としての有効性について  器試用者の8割が補聴器により生活が  下の5つから構成される。   会的応用における間埴点も浮き彫りに  
の検討は皆無であった。本地域介入研  快適になっており、満足度の中央値は  「ベースライン評価、   なった。活力ある高齢社会の維持に  
究により、補聴器の潜在必要者を発掘  10点満点の8点であった。家族から見た  2地域在住高齢者を対象とした加齢性  は、加齢による難聴対策は不可欠であ  0  0  0  0    3  0  0  
し補聴器へと扶導することにより、  聞こえの積憤についても、TVのポ  難聴の1次スクリーニング、   る。今後、加齢性難聴対策を公衆衛生  
E惰cacy（理想的環境下での有効性）が  リュームが小さくなったり、会話がス  3．提供プログラム決定のための詳細  学的視点から考慮する場合の重要な基  
確認できた。とくに75歳以上で有効であ  礎的データを手長供し得たと考えている。   
ることが示唆された。また、地域全体の  、 4補聴器フィッティング、本人・家族へ  
聞こえのQOし、ADしが改善する可能性  の教育を含むプログラムの提供、  
がある。   5，アウトカム評価。  

性感染症に関する特 定感染症の  18  20  新興・再興  小野寺 昭一  ト性器ヘルヘス、尖圭コンソローマの  「性感染痘の発生動向調査を検証す  薬剤耐性淋菌のサーベイランスの結果  若者の性感染症を早期に発見し、治療  1日本性感染症学会第20回学術大会   
予防指針  感染症研究  迅速かつ簡便な診断法としてぃMP法  るために、性感染痘全数調査を4－7モ  は日本性感染癌学会誌、「性感染症診  こ結びつけるシステムの構築のための  において 会長講濱として「わが国に   

推進に関する研究  の開発を行い、臨床応用が可能と思わ  デル県で行った結果、発生動向調査と  断・治療ガイドライン」に反映され、淋菌  試みとして、若者が▲まるイベントや学  おける性感染痘の現状と間増点一躍生  
れた。   全数調査の一致の傾向は、患者数の多  感染症に対するファーストラインの治療  園祭などを利用し、郵送による性器クラ  労働科学研究を通じて見えてきたもの」  
2 薬剤耐性淋菌のサーベイランスを行  い性器クラミジア慰染症で最も高く、性  と」てセフト」アキソンの投与が推奨さ  ミジ7感染症の自己検査を行って無症  を発表した。  
うと同時に、無症候の淋菌の咽頭感染  器ヘルペス、尖圭コンジローマと続き、  れた。   候感染者の実態把握を行った。また、  2日本性感染症学会第21回学術大会  
こ対する診断法として、うがい液を検体  淋菌感染症の一致率が最も低かった。  若者への性感染症予防の普及・啓発の  こおいて、シンポジウム1、「STDサーベ  
とし、SDA法、TMA法による診断法を開  ただ、この傾向は地域によって異なって  26  ロ  ロ  0  31  ロ  0  0  l                                                                                                         ため、検査コーディネーターを養成しピ  イランスを考える－サーベイランスから  
発した。また、淋菌の咽頭感染に対する  アエデュケーションを行った。   実態をどこまで把握できるか－」のなか  
抗菌薬として、セフトリアキソンの有効  で、研究班における性感染症サーベイ  
性を明らかにした。   2若者における無症候の性器クラミジ  ランスを取り上げた。   

アの陽性率は平均で男性5％、女性6％  
であり、この陽性率には大きな変化が  
なかった。  

病原体保管、輸送、  
廃棄における一括管   感染症研究   、 

理システムの開発  として、大量のサンプル処理とその迅速  検査サンプル処理及び処理の迅速化と  セーフティとバイオセキュリティの統合・  である。本研究では、病原体取扱いに  －6666りとして出願済みである。本研  
化、精度向上並びに情報セキュリティ、  精度向上、サンプル情報の統一化、情  一括管理lま、改正感染症法の実施並び  おけるトレーサービリティを一括管理す  究では、国内における病原体保管 輸  
リスクコミュニケーション、情報の国際共  報の国際共通化等が必要である。ま  にガイドラインの作成に大いに有用で  る各種機器、装置と総合管理ソフトを新  送、廃棄における一括管理システムを  
通化等が必要である。本研究では、病  た、特定病原体は、その登録、保管、廃  あると思われる。特に、本システムは、  らたに開発した∴本システムは、病原体  構築した。構築したシステムのうち 病  
原体取扱いにおけるトレーサービリテイ  菓、輸送に非常に厳しい管理と記録が  病原体暫嘩における国内標準化及び  管理における国内標準化及び国際協  原体登録、††報管理に関しては 新手  

0  0  0  0  l  3  l  0  4  
管理システムを開発した。本システム  取扱い時の安全性確保とセキュリティを  て応用できると思われる。   き、特に感染症法に求められる要件の  理、セキュリティ管理などの運用を行う  
は、／くイオセーフティと／くイオセキュリ  具現化として有用である。   必要がある。また、輸送については、新  
ティを統合した新たな管理システムであ  たな制度（病原体輸送に関する許詑可）  
リ、病原体管理における国内標準化及  が必要と思われる。成果の一部は国際  
び国際協調に関して基本システムとして  
応用できる。  

学会などで発表した。   

麻疹・風疹（；ム  
ワクチンの接種効果・   感染症研究   種することによる安全性・有効性を確認   
安全性・接種率に関  できた。2012年迄の麻疹排除計画の  抗体陰†生者はほぼ暢転し、陽性者には  防接種と子どもの健康」に記載。  資料として用いられた。本研究結果より  年2月10日沖縄市 2008年3月2日   
する研究  一助となると考える。   十分なブースター効果が得られた。重  ロ  0  41  3  3  0  0  l  l  

篤な副反応は認められなかった。  が行えることが判明し、予防接種省令  
改正の裏づけができた。   

18   
発症因子の解明とそ  感染症研究   インフルエンザ脳症について、疫学・鴎   
れに基づく発症前診  

、 

新方法の確立に関す  ガイドラインの改定について総合的な  インストームを起こさない臨床聖（けい  低下し、予後が大幅に改善された。しか  来、臨床データから危険性が明らかに   
る研究  検討を行う研究班は無く、これらについ  れん重責型、先天性代謝異＃症など）  しながら、さらに予後を改善するために  なり行政施策に反映されたが、その詳  

て重要な知見が得られた。すなわち、本  が存在することが明らかになり、新たな  は新しい知見を含めたガイドラインの改  細なメカニズムは不明であった。今回の  14  29  5  0  30  7  0  0  0  

症の発症因子の解明、炎症性サイトカ  定が必要と考えられ、現在、改定作業を  
インによる脳腫害のメカニズム（MMP－9  進めている。   らの施策をサポートするものであった。   
の関与など）などが明らかになった。   
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開終  和 文  英 文  
始 

等   
得   

野生動物由来狂犬病  本研究では我が国において再興感農  2008年10月に公開国際シンポジウム   
およぴリッサウイルス   感染症研項  ち、矧＝疫学憎嘲が乏しい地域を選定  野生動物由来狂犬病ウイルスの分子  症となる危険性が大きい狂犬病につい  「野生動物と人獣共通感染億一人と動   
感染症の汚染杷提を  し、野生動物由来狂犬病および類似疾  遺伝学的および分子疫学的特徴を解明  て、これまで疫学情報が少なかった南  物の共生をめざして－」を開催し 疫学   
目的とした国際疫学  息であるリッサウイルス感染症の疫学  した。南米のコウモリ、キツネ等の野生  米および隣国中国における野外狂犬病  調査の成果および狂犬病予防の重要   
調査  調査を行った。ブラジルにおけるコウモ  動物から分離されたウイルスを重点的  ウイルスの分子疫学調査により流行状  性について一般参加者に広く理解を得  

リおよぴキツネをはじめとする野生動物  に遺伝子解析した結果、全て遺伝子型  況の把橿、および野生動物や家畜にお  た。アメリカ合衆国で開催された第19回  
が媒介する狂犬病ウイルスの遺伝子お  1の狂犬病ウイルスであったが、宿主動  けるウイルスの分布を解明することによ  アメリカ狂犬病学会（南米の狂犬病部  
よび分子系統楕の解析によって、常在  物に依存した遺伝子多様性が見られ  0  8  0  0  8  ロ  0  0  0                                                                                                     り、本病の我が国への侵入防止対矧こ  門）にて、南米のコウモリ由来狂犬病の  
地において野生勤軌＝維持されている  寄与する情報を攫供した。   分子疫学調査に関する研究成果が評  
野外狂犬病ウイルスの動態が宿主動  価され、成果を公表した。   
物の生態に反映されていることを明らか  
にした。またこれまで知られていなかっ  
た野外ウイルスの存在を明らかにした。   

ハノセノ病の啓発と   18  20  新興・再興   向井 徹  ハノセン病の高有病地域の井戸、沐浴  難治性ハンセン病治療薬の朋発では、  「ハンセン病治療指針（第2版）」の改訂  日本国内のハンセン病の動向調査は、  ハンセン病に対する医師等医療関係者   
難治症例に対する予  感染症研究  水など生活用水中にらい菌を検出し、ま  数檀の新規ニュキノロン系薬剤およぴ  およぴ「ハンセン病アトラス」の出版配  現在本研究班のみで行われている。公  への教育およぴネットワーク構築のた   
防・診断・治療に関す  たその菌lこ生活性を認め、感染源と成  リファプチンの抗らい菌活性を、invitro  布を行った。また、ハンセン病について  表文献の検索により、発生動向を調査・  め 年度ごとにハンセン病講習会と実   
る研究  り得る可能性を示した。メキシコにおけ  法およぴヌードマウス足敲法により比  の医療者向けパンフレット及びハンセン  解析を行い、その結果、18年度は7  習を開催した。この3年間で、東京、名  

る菌の遺伝子型別解祈より、らい菌の  較検討した。その結果、DC159aおよび  病回復者が一般医療機関受診を進め  名、19年度は11名、20年度は7名の  古屋、大阪で開催し医師を中心に144  
伝播はモンゴロイドの移動と同じである  リファプチンが既存薬より強い抗らい菌  るうえで、気軽に相扱に応じる医師を掲  新規患者が確認され、在日外国人がそ  名が参加した。学術的な講義のみなら  
ことが推察された。ワクチン開発におい  活性示した。この成果は、投与期間の  厳した、回復者向けパンフレットの作成  の3／4を占めた。今後、新規患者数の  ず回復者による講義も行い、さらに末梢  
8  四  25  0  71  31  0  0  5                                                                                                    て、BCGのuroC遺伝子破壊し、分泌型  短縮、薬剤耐性菌対策など患者負担の  を行い、全国の大学病院および皮膚科  減少が進むと、ハンセン病を知らない医  神経の検査実習も行った。今後も継続  
らい菌抗原MMPl！を発現させる株は、  大きな軽減がもたらされることから、臨  医に配布した。これらの皮膚科医が起  師が増加する。そのため医師への教育  することが重要と考えられた。  
親株に比べ強い抗らい菌免疫訪中能を  
示した。らい菌接種カニクイザルの長期  きることを期待された。   
観察より、1頭にらい菌抗原に反応する  
個体を同定した。これらの結果は予防  
に大きく寄与すると考えられた。   

薬剤耐性菌等に関す   18  20  新興・再興   荒川 宜親  国内で新たに出現した新型のプフスミド  臨床現場における薬剤耐性菌の検出  平成19年の医療法改正に伴い、医療機  多剤耐性緑膿菌や多剤耐性アシネトバ  16SrRNAメテレースであるRmtCや   

る研究  感染症研究  媒介性の16SrRNAメテレース（RmtCや  状況や薬剤耐性菌による患者の発生  関が所持すべき「指針」を作成する際の  クターなどが国内の医療施設でアウトブ  NpmAに関する論文は米国働生物学会  
NprnA）やフルオロキノロン排出ポンプ  動向を把握するための、厚生労働省  参考となる「医療機関における院内感  レークした際に、厚生労働省や自治体と  （ASM）の専門学術雑誌Antimicrobial  
（00PA）に関する研究を実施した。また、  JANIS事業の改善により、個々の参加  染対策マニュアル作成のための手引き  協力して、その対策を専門的な観点か  Ag●ntSandCh8mOth即叩y（AAC）に掲       ペ  

ニシリンに低感受性B群連鎖球菌  ら支援した。   粧されたが、それらの論文はASMの会  
（PRGBS）の出現を世界で最初に確認し  誌（Microb●）のJoリrna川ighlightで二回  
報告した。さらに、遺伝的に系統の異な  紹介され。また、PRGBSに朋する論文も  
るこ檀類のCTX－M－型β－ラクタマーゼ  AACに掲載され、同様にJournal  2  42  5    32  12  4  2  5  

が融合した構造を持つ新型のCTX－M－  Highlightで紹介されるなど、高い評価を  
64を産生する赤痢菌の存在を確認し  得た。   
た。一方、厚生労働省院内感染対策  
サーベイランス（JANIS）事業が大幅に改  
書されたが、研究班としてそれを支援し  
た。   

隋器移檀や悪性脛ヰ  VZV再活性化の早期診断法の確立、帯  
による免疫低下状態  感染症研究   て皮内テストの有用性を示した。ランダ  扶植疹発症の予防および重症化の防  
で発生するウイルス  ムな化合物を検索し、CMV及びVZVに  止に繋がる。造血幹細胞移嶋後HHV－6  
感染症の予防と治療  対し効果的な化合物を数檀同定した。ヒ  脳炎の診断・治療ガイドラインの整備。  
に関する研究   ト化マウスを用いてE8V感染症モデルを  新規治療法の開発による保健医療向  

作成し、その病態と免疫応答を再項し  上への王献が期待できる。薬剤耐性ウ  
た。   る治療が奏功した。腎移植で使用され  イルスによる難治性感染症に標準的に  

4  29  0  0  56    5  0  0   

る免疫抑制剤が抗CMV効果を有し、ガ  使用できる抗ウイルス薬の導入たより、  
ンシクロビルと相乗効果を示すことを明  難治性ヘルペスイルス感染症を減らし、  
らかにした。  入院日数の減少などにも寄与できる。   
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和 文  英 文 等  和］ 文  英 文 等  国 内  園 際   頗 取  

得   
広域における食品由  18  20  新興・再興  寺嶋 淳  広軌こおける食品由来感染症を迅速に  NoVのVLPsを作成し、種々の遺伝子型  腸管出血性大腸菌0157等のPFGEによ  細菌感染症起因菌の解析では、主体と  ネットワークを構築することにより、国内   
来感染症を迅速に探  感染症研究  探知するために、全国の地方衛生研究  に対応し得る高力価のポリクローナル  る解析紹果は、地方衛生研究所との情  なるPFGE解析方法の精度管理を継続  外の関連研究機開からの情報を共有化   
知するために必要な  所と国立感染症研究所を中心とした細  抗体及びモノクローナル抗体を作成し  報共有を目的としたパルスネット上で公  した結果、比較的限定した範囲での事  することが容易になった。特に海外で進   
甘酢こ関する研究  薗及びウイルスの病原体解析ネット  た。さらに、作成抗体を利用したNoV感  閲しdi付しIS80Utbr8ak等の調査に利用し  例発生における地方衛生研究所間での  行中の広域食品由来感染症の原田薗  

ワークを構築した。当払薗のPFGE解析  染症の迅速診断用IC法を開発し、平成  た。また、NoVおよびSaVの遺伝子解析  解析結果共有が進み、行政的対応の迅  こ関する††報がリアルタイムで共有化さ  
情報のデータベース化を行うとともに、  れつつある。   
新規の遺伝子解析方法であるMLVAの  46  23    103    0  0  0  
腸管出血性大腸菌0157に対する高解  
析能を示した。ノロウイルス（NoV）およ  
ぴサボウイルス（SaV）については、組  
換えウイルス様粗子（∨」Ps）の作成から  
高力価のポリ及びモノクローナル抗体  
を作成し、遺伝子型別に応用した。   

新型インフル工ンザプ  20  20  新興・再興  庵原 俊昭  本邦で開発された沈降新型インフル工  初回接種よりも追加接車重で誘導される  沈降新型インフルエンザワクチンの搾  H5Nlがパンデミックを起こせば、現在備  低用量（5JJg／接種）2匡】操車重でも免疫   
レバンでミックワクチ  感染症研究  ンザワクチンは、製造に使用する株が  抗体の方が、H5Nりくンデミック時には  様方法についてインフルエンザ専門家  蓄している沈降新型インフルエンザワク  プライミング効果があり、プライミング＆   
ンの安全性・免疫原  開発時のベトナム株とかわっても、安全  効果的な効果が期待できると推察され  会譜の妻鼻と協議し、接種方法につい  テンは、新型インフルエンザパンデミッ  ブースティングによる感染対策を行うな   
†生および交叉免疫性  性は同程度であり、効果的な免疫プラ  て提案することを予定している。   ク対策としての効果が期待される。  らば、沈降新型インフルエンザワクチン  
に関する研究  イミンク効果が㍑められ、免疫誘導の  の在庫が少なくなったときのオプション  

面では優れた組成であった∴追加接種  □  0  0  〇  ○  0  0  0  0  

の研究では、追加接種後には二次免疫  る。   
応答が認められ、誘導された抗体は、  
初回接種時に誘導される抗体よりも抗  
体価が高く、広い交叉免疫性が認めら  
れた。また、0．1，i以上の確率で出現する  
新たな副反応は認められなかった。   

服薬アドヒアランスの  18  20  エイズ対策  自販 琢磨  治療の進歩によってHⅣ感染症は慢性  先行研究から服薬の継続が容易ではな  「抗HlV治療ガイドライン」ZOO7－2009  本研究班の先行研究で作成した「チー  抗HlV薬の服薬アドヒアランス向上・維   
向上・維持に関する  研究  疾患になったが、治癒はなく、抗HⅣ薬  く、服薬行動には身体、精神h心理、社  年版 毎年1匡】改訂。「抗HIV療法と服  ム医療マニュアル」は平成18年度診療  持が重要であるというコンセプトはマス   
研究  の服薬アドヒアランスの向上・維持が重  報酬改定の中で、ウイルス疾患指導料  

要である。本研究の目的は継続的服薬  チーム医療加算の根拠となった。マニユ  
に伴う服薬者の精神・心理的、身体的、  アル改訂につき検討を重ねた。   
社会・経済的負担を明らかにし、その軽  
滅のための支援方法の開発である。さ  0  0  12  9  44  4  0    0  
らに、服薬支援ツールとして携帯を用い  
た“忘れちやだメール“を開発し、ホーム  
ページでの††報提供システムも開発し  
た。チーム医療マニュアルや抗HⅣ治療  
ガイドラインの改訂作業も順調に行うこ  
とが出来た。   が進んだ。   

血友病の治療とその  18  20  エイズ対策  坂田 洋一  マウスで確立したアデノ随伴ウイルス  サルで、AAVベクターを利用した遺伝子  血友病遺伝子治療臨床研究開始が近  遺伝子治療は成功すれば高価な因子  主任研究者坂臼が宇都宮で2006年に   
合併症の克服に祝す  研究  （AAV）ベクターを用いた血友病遺伝子  治療技術をほぼ確立し、ヒト投与可能  づきつつある。患者遺伝子解析や患者  製剤使用量を減らすことで、経済効果を  開催した第29回日本血栓止血学会学   
る研究  治療技術をサルに応用し、AAV中和抗  AAVベクター生産依頼の目安もつい  血中AAV中和抗体レベルに基づく遺伝  生む。また、女性血友病キャリアの方々  術集会に、血友病患者を招待し、血友  

体を持つ個体でも遺伝子導入と因子発  た。著明な感度upに成功した血濱中  子治療患者選択などのガイドラインが  の精神的ストレスを多少とも軽減しうる  病関連の発表セッションなどに参加して  
現可能な技術を確立した。自己血液幹  AAV中和抗体測定法を用いて、ベク  必要になると思われる。   と思われる。インヒビター産生は、製剤  いただいた。また、3年度目の当該研究  
細胞に体外で血友病遺伝子導入後、移  ター投与法選択が可能になり、臨床研  がいかに改良されても残りうる問増であ  班班会洩には血友病愚者代表の方に  
植し、血小板に発現させると中和抗体  究開始が近づいた。生下時因子製剤投  る。免疫寛容誘導法のメカニズムを明ら  も参加していただき、忌仰ないご意見と  
が存在しても止血効果が得られた。血  与による免疫寛容誘導が胸腺内投与  90  72  ■  252  54  8  0  3                                                                                                       かにし、改良できれば、一人に時に1偲  希望を頂戴した。「血液温臨異常症の  
友病Aマウスの生下時に経静脈的、あ  法により有効期間が4日間延びた。長期  円以上かかることもあるインヒビター治  00Lに関する研究」のホームページ  
るいは直接胸腺内へ第∨ⅠIl区卜手製剤を  療には福音となる。   （http：／／ww．b－qO卜com／）を立ち上げ、  
投与することで誘導される免疫寛容の  調査報告書および関連サイトについて  
機序を明らかにした。患者視点アンケー  公開した。   
トの作成、解析が進み、00L向上のた  
めの情報が得られた。   QO」を左右することが明らかになった。  
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年度  原著諭 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課憧名     研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   
臨床的観点からの成果   ガイドライン琴の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  

開  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  園 内  国 除   願 取  
始   反  

得   
周虔潤ぃ小児・生殖医  18  20  エイズ対策  和田 裕一  当研究班の妊婦HⅣ検査率および感染  HⅣ感染妊婦の病診連携体制に関する  1．「HlV母子感染予防対策マニュアル」  「妊鳩に対するHⅣ検査について（通知・  平成13年庄一平成20年度国民向けに   
療における川∨感染  研究  妊婦・感染娃嬢から生まれた児の統計  研究は 産科りト児科医の減少を背景  の作成   健疾朱筆0629001）JHⅣ検査における  「研究成果発表会」を全国24箇所にて   
対策に関するよ学的  と詳細なデータは妊婦HⅣ感染症に関  ＝、エイズ拠点病院が現状で周産期医  2．妊婦HIVスクリーニング検査に閲す  妊婦へのカウンセリングを十分に行うよ  開催し開催地域のマスコミに取り上げら   
研究  するわが国で唯一のまとまった疫学調  療の拠点としての役割を果たしている  る一般娃川向け啓発刊行：「あなた自身  うにという通知をうけ、妊婦HⅣスクリー  れている。  

王威績であり、貴重な資料として蓄積さ  かどうかを検討したもので、否定的な総  の健康と赤ちやんの健やかな誕生のた  ニング実施手順マニュアルを作成し、ス  
れてきている。貴重な疫学的調査成績  黒からむしろ地域における病病連携の  めに－妊娠初期検査の一環としてHⅣ  クリーニンケで陽性・偽腸性判定となっ  
は産科り卜児料紙合ファイルとしてデー  必要性が勘案された。また、母子感染  検査をお受けになることをお勧めしま  た妊婦やその家族が不適切な告知で混  
夕べース化されており、広報や啓発の目  予防対策マニュアルは時代に即した改  す」および「妊婦HⅣスクリーニング検査  乱することを回避できるよう産科医療者  9    27  16      0  0  24  

的で全国各地で研究成果発表会として  訂（第5版：平成19年度改訂）を重ねて  （一次検査）で結果が陽性だった方へ」  向けに作成した。産婦人科診療所、病  
広く国民に情報提供を行っている。ま  関連施設に配布したがさらに要望に応  3．感染女性を対象としたHⅣ／AtDS解  院産婦人科、拠点病院、保健所等広〈  
た、エイズ学会を始めとする各種学会・  じて追加配布しており臨床の場で幅広く  説暮刊行イ女性のためのQ＆A－あな  配布し、また、その有用性をアンケート  
研究会において発表し、医療関係者に  たと赤ちやんのためにできること－」  調査で確認した。   
も広く認識してもらうように努めている。   

川∨感染予防におけ  18  20  エイズ対策  廣井 隆親  lL－15によって全身でこのmultj－   基礎的ならびに学術的結果により急性  特になし   平成20年9月8日に日本経済新聞lこ   
る綾粘膜ワクチンの  研究  functionalCD8T細胞が増加することを  「HⅣ感染における緒粘膜ワクチンの開  
開発  確認した。さらに腸tでは通常誘導され  発」が掲載された。   

ないrnuJti－functionalCD8T細胞が  
MVASHML－15で誘導されたことは、腸  
t免疫の誘導によってHⅣ感染を予防  
するという開発概念においては非常に  0    0  0      0  0  

将来性のある結果であると思われた。  
またm山t】－functionalCD8T細胞を増加  
させる因子の探索は世界中で行われて  
いるが、我々の研究結果は世界に先駆  
けるのものと考えられる。   

HIV感染症に合併す  18  20  エイズ対策  小池 和彦  HⅣ感染症に合併したB聖慢性肝炎で  HⅣ感染症に合併するウイルス肝炎の  HⅣ川8V重複感染時の診療ガイドライ  HⅣ感染者の多くにHCV感染症、HBV感  平成19年第21回日本エイズ学会におい   
る各種疾病に関する  研究  のHBVsubg即OtyPOを解析した。B型  実態を把眉するため、全国HⅣ拠点病  （2009年度版）を作成、出版した。  染痘が合併し、慢性肝炎、肝硬変、肝  てシンポジウム「川∨・HBV／HCV重複感   
研究  慢性肝炎における分布はCoと勒であり  癌へと到る連鎖に苦しめられている∴遇  

6％にAoが存在していた。8型急性肝炎  去の輸血行政にも大きな関連性があ  
では、Ao、B2、B3、Clなどの海外型が  る。HⅣ感染症に合併する肝疾患につ  
約40％を占めていた。HⅣ感染症に含  いて、B型肝炎とC型肝炎に重点をおい  
併するB型慢性肝炎ではA8であった。  て、疫学、診療体制の組織強化、杭ウ  3  124  92  10  25    0  0  95  
CHB、AH日、CHB＋HrVの3グループに  イルス療法の実行等を行なった。重複  
subg即OtyPOAoが存在していた。  感染症の実態把眉がなされ、治療法の  
CHB＋HNは、AHBとMSMのCHBとウイ  改良も進行してきており、予後、00Lの  
ルス学的に相同性を認めたが、HⅣ王  改善が期待され、行政的な意義も大き  
感染による特定の変異は、確認できな  いと考えられる。   
かった。   

重篤な日和見感染症  18  20  エイズ対策  安岡彰  日和見感染億が増加傾向にあることや  日和見感染症の動向や、悪性腫瘍の増  免疫再構築症候群の診断の手引きを作  日和見感染症の動向や、悪性腫瘍が増  エイズ予防財団の成果発表事業を活用   
の早期発見と最適治  研究  疾患様相が年々変化していることも明ら  加、免疫再構築症候群の予防と対処法  成し全国診療拠点病院に配布するとと  加している点など、今後のHⅣ行政での  し、大阪、東京、沖縄で研究成果の発   
療に関する研究  かとなり、我が国唯一の疫学データとし  ポイントを明らかにするデータを櫻供す  

て貴重な成果が欄られた。またHⅣ患者  ることができた。   
の発癌についても初めてのデータが得  
られた。診断では結核症に対する新し  
いマーカであるQFTが日ホのHⅣ感染  3    1ヰ  0    0  0  0  
者にも用いることができることが明らか  
となり、また悪性リンパ腫発症に様々な  
ウイルスが関与する可能性が示唆され  
るなど貴重な成績が得られた。   
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研究課増名  研究事業 名  研究者代表 舌氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開柊  
始了  

和  
文   

得   
NouroAIDSの発症  18  20  エイズ対策  中川 正法  HAART中でも脳症が発症すること、不  本研究で、HⅣ感染の初期よりR送血流  研究班が作成したHIV感染者を神経内  HAART開始前後の高次脳機能の評価  2008年11月の第22回日本エイズ学会   
病態と治療法の開発  研究  完全なウイルス抑制は脳症を発症する  低下が見られること、われわれが作成し  科的に長期間フォローアップするための  が重要であり、NらUrOA【DS早期発見に  でN8urOAIDSに関するシンポジウムを   
を冒指した長期フオ  危険性があり、ウイルスモニター、認知  た高次脳機能評価′くッテリーが有用で  高次日置機能検査．MRI検査等を含む  より社会的損失をある程度防ぐことが可  行った   
ローアップ体制の構  機能の観察、薬剤選択などが今後の主  
築  要な課増であると考えるゥサルエイズモ  

デル研究では、アクアポリン4（AQP4）  18  0  0  42  4  0  0  
の発現低下のパターンがEAAT－2の染  
色低下ときわめてよく一致しており．  
AOP4もエイズ脳症の発症病態に関与し  
ている可能性を指摘した ることを指摘した   

HlV感染とエイズ発症  18  20  エイズ対策  佐多 徹太郎  HIV感染免疫防御機構におけるGag特  HrV感染者血柴中のtP－10が血中HrV量  川∨曝露非感染者の持つ染色体の遺伝  マスコミには特に取り上げられていな  
の阻止及び治療に関  研究  異的CD4＋T細胞の役割、DCの分化誘  い。   
わる基礎研究  導法、自然感染儒抗性を示す遺伝要  広範囲のデータ解析が必要となる可能  

因、自然免疫を抑制するHⅣ－1医】子とそ  性がある。   
の利用法、感染愚者におけるCTL免疫  
とウイルスの関係、中和抗体の誘導抗  
原について知見が得られた。HⅣの感  
染感受性を決定し、ウイルスの変異をも  145  0  0  163  57  7  0  0  

たらす宿主因子、Vpr蛋白の複製への  
関与、Vif蛋白の活性分子線櫓について  
説明がなされた。粒子形成に関与する  
宿主因子を同定した。HⅣ感染病態の  
解明では、エイズ脳症の発症に関わる  
病態が明らかにされた。   

HlV感染症の治療開  18  20  エイズ対策  ∴1 ・；▼  本研究班の主な研究成果として、  1」折規プロテアーゼ阻害剤ダウナビル  新規プロテアーゼ阻害剤ダウナビルは  1．新規プロテアーゼ鴨害剤ダウナビル   
発に関する研究  研究  1）プロテアーゼ重合阻害という新たな  の実用化に成功した。  園内でも使用が開始され、日本人の患  開発の新聞報道（2007年11月30日  

機序による新規坑HIV薬の開発とこの  者の治㈲こ羊献している。   朝日新聞）  

機序を持つ薬剤の開発方法を捷示する  2．細胞傷害性丁細胞から逃避する変異  
ことができたこと、  了した。  ウイルスの蓄積が世界的規模で起きて  
2）細胞傷害性丁細胞から逃避する変異  いることを明らかにした新聞・テレビで  
ウイルスの蓄積が世界的規模で起きて  ■  118  0  0  44  37  4  0  ロ  
いることを明らかにしたこと  4逃避ウイルスに対するCTLを患者  毎日新聞、2月27E】日経新聞、時事通  
で、HIVワクチン・免疫療法に新たな課  信を含め地方紙で多数、3月3日NH  
増を提示したことである。   た。  Kなど）  

5，KD－247中和抗体の臨床試験を開始  3．市民向け成果発表会（公開シンポジ  
し、侵入阻害剤との相乗効果を示した。  ウム）開催：2007年3月3日、2008年  

3月15日、2009年3月14日   
HI＞検査相談機会の  18  20  エイズ対策  今井 光信  ①HⅣ即日検査の効果と課題を明らか  ①H【∨定量検査を行っている民間検査  保健所等におけるHⅣ即日検査のガイ  ①研究班が堰供するホームページ“HⅣ  研究班の活動と関連しで‘HⅣ即日検   

拡大と質的充実に関  研究  にするとともに、保健所等のHⅣ検査相  センターや各地の衛生研究所を対象に  ドライン（改訂版）叩“HⅣ検査相談の事  検査相談マップ’（パソコン用と携帯電  壬’’、小H【∨検査相談マップ岬偽牒性問   
する研究  談の現状とその年次推移、今後の課題  毎年パネル検体を用いた測定結果の検  例集（ⅠおよびⅡ）■’、りHtV検査相談に  詣用）の活用により、HIV検査相談の詳  l孟’’等が新聞等のマスコミに取り上げら  

地域特性等を明らかにした。   討を行い、その測定精度の向上を計っ  関する研修のためのガイドライン‖を作  細な最新情報を提供することで、受検  れることでエイズやⅢ∨感染に関する関  
②ホームページ“HⅣ検査相談マップに  た。②HIVスクリーニング検査における  成し各保健所や川∨検査相蘭を実施し  希望者と受検者の増加に羊献できた。  心を高めることに貢献できた。  
よる広報の効果とそのアクセス数、各項  偽暢性をできるだけ少な〈するための二  ている関係者に配布し、HIV検査相談の  ②保健所等HⅣ検査相談実施施設や郵  

目へのアクセス状況から広報の効果と  送検査実施施設へのアンケート調査に  60  51  0  0  161  26    0  5  
受検希望者のニーズ等を明らかにし  より、HⅣ検査相蘭や川∨検査の実施状  
た。  の精度向上を計った。③HlV遺伝子検  況・現状・課甥等を明らかにできた。③  
（罫市販キットを使用しない独自のHlV定  各種ガイドラインの作成と配布および請  
量検査法（DNAとRNA）の開発を行っ  習会の実施等により、HⅣ検査相談の  
た。   その早期治動こ繋げた。   質の向上に貢献できた。   
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開終  
始了  

和 文  英 文  
等   

得   
日本の性娯楽施設・  18  20  エイズ対策  兼 優子  本研究が捷出するデータは、HⅣ／STD  本研究が壬祝する「コミュニティ参加型  当事者参加と職際・学際性のもとでの  ニュージーランド政府発行の健康教育  『週刊ポスト』（2006年11月り日と12月   
産業に係わる人々へ  研究  予防の教育や有効な施策に役立つ有  アプローチ」は、「個別施策層」あるいは  実践に資することのできる健康教育プ  介入の実践のためのガイドラインの邦  22日号）朝日新聞（2007年2月8日全   
の支援・予防対策の  益な基礎情報を提供するものである。  「接近困難層」の人権や社会的背景に  ログラム立案・実施・評価のガイドライン  訳とその検討をはじめとして、多様な  四版・朝刊）、産経新聞社の『sankoi   
開発に関する学際的  考慮した研究モデルを示すものである。  を着想し、その目的と機能、構成・内容  ／くックグラウンドをもつ参与者間の意見  Expross』（2008年2月1日）で研究活動   
研究  とくに、高収入アル／くイト什報誌との協  について検討した。より具体的には、  のよ約と調整、関係調整が大きな鍾を  が取り上げられた。エイズ予防財団主  

働による調査の実施は国際的にも報告  EUROPAP／TAMPEP発行のHustlinE  握る「コミュニティ（当事者）参加型アブ  催の成果発表会を2年連続で合計4回  
事例が確認されず、性風俗産業等への  開催。日本性科学連合主催『第10回性  
参入に関心を寄せる女性および関係者  0  0  12  0  4  l  0  0  8  
（顧客・経営者など）に当研究班の運営 する情報サイトの叩覧を促すことで 性教育研修セミナー（2008年7月27  

、彼  日）、その他民間組織が主催するイベン  
らの準備性に寄与する情報が発信でき  トで広く一般国民に「セックスワークと  
る点は、接近困難層を対象とするコミュ  HⅣ／A旧S」に関する予防啓発を行っ  
ニティ開発の新規モデルとして注目に価  た。   
する。   

若年者等におけるHI  18  20  エイズ対策  木原 雅子  HⅣ流行に長期的に対処するために  本研究の中核となる予防教育モデルで  本研究で開発したWYSHモデルは、科  研究成果は、主要な教科書（「性感染   
∨感染症の性感染予  研究  は、若者に対する予防教育の徹底が戦  あるWYSH教育は、2006年に新エイズ  学的に立証された初めての予防教育モ  症」南山堂、放送大学教科暮「感染症と   
防に関する学際的研  時的に不可欠であるが、既存の予防教  予防指針の具体化のために「地方自治  デルとして、2004年に厚生労働省の公  生体制御」）や学校数員向け雑誌を含   
究  育は欧米モデルの模倣でわが国での効  体の書少年エイズ対策／教育ガイドライ  式支援を獲得し、2007年には、文部科  め、3年Ⅶで、30編の和文総説論文で  

果評価を伴うものは存在しなかった。本  ン」として全国に配布され、（財）エイズ予  学省の「性教育推進事業」のモデル教  発表された。また、研究代表者は、3年  
研究は、社会疫学というよ学的方法論  防財団のWobサイトでも公開されてい  育として、同省主催の中央研修会やブ  間に教育関儒者、PTA、保健医療関係  
（質的・量的方法、ソーシャルマーケテイ  る。その後、改良進歩したWYSHモデル  ロック研修会等で全国的に普及されると  者、市民団体等から多数の講演依頼を  
ング、行動理論等を統合）により、25万  l  12  四  l  10  3  0  Z  103                                                                                                  の視聴覚教材や授業実施マニュアル  ともに、専用Wobサイトで公開され、全  受け（受托した講演数103件、聴講者数  
件以上に上る膨大な質的・圭的調査緒  は、文科省の性教育推進事業の指導者  国的な予防教育の推進に兼献してい  約5万人）、研究成果を教育関係者や保  
果を踏まえて予防介入モデルを開発し、  研修会や伝達講習会の教材として使用  
その効果を実験的に立証したものであ  されている。また、HⅣ感染者に関する  
り、わが国の社会文化基盤とエビテン  研究から、医療従事者に有用な「HⅣ陽  
スに立脚した科学的予防教育モデルを  性者のセクシュアルヘルス向上にため  
初めて開発した意♯は大きい。  のケース♯」を作成した。   

HIV感染症の動向と  18  20  エイズ対策  木原 正博  HⅣ流行に有効に対処していくために  HⅣに関連する啓発普及や施策形成に  本研究は、HⅣに関連する啓発普及や  主任研究者は、日本テレビN∈WSZERO   
影響及び政策のモニ  研究  は、統合的解析（int8gratモdanalysis）、  資するために、収集した情報を分かり易  施策形成に必要な情報基盤の整備や  及び栃木放送（FM）から エイズデータ   
ダノングに関する研究  即ちHⅣ流行に影響を与える要因や現  く解説し、スライドを収めたCD－ROMを  施策評価、薬物静注者と性感染症患者  ブックに基づく取材を受け出演した。ま  

実の施策関連するあらゆる情報の持続  添付したAIDSData日00kJapさ∩2007  のセンチネルサーベイランスなど、行政  た、研究成果は、主要な教科書（「性感  
的収集と分析、それに基づく、コンテク  （エイズデータブック：日本におけるHⅣ  的意♯の高い研究を継績的に実施し  染症」南山堂、放送大学教科暮「感染  
スチュアルで数量的な状況判断が不可  流行の現状と文脈について）を1万部作  た。研究成果は、厚生労働省のエイズ  痘と生体制御」）を含め、3年間で、28編  
欠である。本研究は、わが国における  成し（英文版500部も）、全都遭府県、全．  施策評価検討会（平成19年9月12日）や  の和文総説論文の寄稿を依頼され、発  
唯一の統合的解析の取り組みとして、  ■  17  31  l  20  ロ  0  l  42  
情報データベースの構築、HⅣ流行の  ともに、学会、講演会等で広く配布し、  絡協譲会（平成20年4月22日）などで利  学会や世界基金支援委員会北京会議  
決定論的・確率論的数理モデルの開  かつその内容を2008年度よリWobサイト  用された。また、エイズデータブックが  の国際シンポジウムや日本性感染症学  
発、施策の兼用対効果分析を初めて行  で公開した。   様々な啓発に利用され、かつ東京都エ  
うなど、わが国の統合的解析の情報  イズ専門家会議最終報告（平成21年1  
的、方法論的基盤の確立に文献した。  月19日公表）に重要資料として引用さ  

れるなど、行政的に広く活用された。   

ウb  

の企画と評価に関す  研究  より、基礎医学、臨床医学、疫学社会医  床研究の方向性につき提案した。各臨  WHO／UNAIDSによるガイダンスをそれ  携による研究が必要である、基礎医学  調査およびエイズ予防財団による日本   
る研究  学各分野の研究代表者全員と評価章  床研究課堀に適宜アド′くイスをおこなっ  ぞれ日本語に翻訳し「医療機指即こおけ  ではワクチン開発の研究、HⅣのウイル  人研究者派遣事業の評価御重などを行  

臭が最低年2回一同に会し謙譲する場  た。医療機関におけるHⅣ感染症の見  る成人・若者・妊婦のHⅣ検査に関する  ス学、臨床医学では全国的規模の臨床  い、その課嶋を明らかにしてきた。昨年  
を提供でき、相互理解の促進、分野内、  落としが多いことから、医療機関での抗  勧告改訂版」および「医療保健施設で  研究の基盤強化、社会医学分野の研究  度はCDCのPrTC推進勧告の考え方．＝  
分野間の研究の重複や欠損の調整、研  体検査を促進するためCDCのP汀C促  の医療者主導によるHⅣ検査および力  班では小班の乱立を避けて事業の統廃  対し医師の80％前後が賛成で、また  
究の方向性の決定に寄与することが出  並の勧告の翻訳に引き続き、今年度は  ウンセリングに関するガイダンス」として  合を進める」などの提案を行った。評価  それを採用することにより、約75％が検  
2  ロ  38  0  四  ■  0  ■  3                                                                                                    兼た。これにより研究代表者、研究者の  WHO／UNAZDSによる「PrTCの実施法に  配布した。検査に関する日本のガイドラ  委員会の構成について「三分野の／くラ  壬が増えると予測したことを報告した。  
モチベーションがホまり、研究の進展に  関するガイダンス」を日本語に翻訳し、  イン作成の基本となる重要な貢献であ  

る。   案を行った。これらエイズ研究施策に関  rG山danco」を紹介することにより、日本  
社会医学各分野で必要とされる研究課  感染症の見落としが減少すると期待さ  する提案は他の研究からは得られず、  でP汀Cを実施する際の方略に大きなイ  
題の提案を行い、専門的、学術的研究  エイズ対策研究事業の調和的進展に寄  
の方向性を示した。   与するものである。   




